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         　　　　　　　　　　　　　働く女性の全国センター共同代表

伊藤みどり、佐崎和子

民主党政権マニュフェストに対する女性労働者の労働実態を抜本的に改善するための要請書
私たち、働く女性の全国センターは、０７年１月に発足した全国のネットワークです。私たちは全国の女性ユニオンやＮＧＯの女性たちと連携しながら様々な雇用形態及び様々な分野で働く人たちの労働権を確立し、誰もが人として尊重される、格差のない社会をめざして２年間活動してきました。とりわけ短時間労働者の均等待遇、同一価値労働同一賃金、間接差別禁止の法整備が緊急の課題であるとして、労働組合や諸団体とともに運動に取り組んできました。

近年雇用破壊と二極化による格差拡大が社会問題化する中で、国民の多くが総選挙で投票し民主党政権を誕生させたことに対して、私たちは心から政権交代による雇用の改善に期待し、そのために応援したいと考えております。

私たちは、女性が人とての尊厳を持って働き、安心して一人でも生きていける、一人でも子どもを育てられるような経済的、精神的自立可能な労働条件を確保するために、「均等待遇」を求めて運動を続けていく所存です。憲法や労働基準法で定められた「誰もが人たるに値する労働条件の確保と、個人の尊厳を保持できる生活が可能な社会」を一刻も早く実現できるよう、政策推進の責任者である内閣及び行政機関に対して以下のことを要請します。

記

１．ＮＰＯ活動の促進・支援税制

女性が中心となるＮＰＯ・NGOは、財政基盤が脆弱である団体も多く、切実に望まれている政策です。迅速な実現を要望します。
２．税制改正過程の抜本改革

第3号被保険者制度及び配偶者控除の撤廃、税制の世帯単位から個人単位へ抜本改革を要望いたします。
３．出産・子育てにかかる経済的・精神的負担の軽減

男女が共に家族としての責任を担いうるには、働く時間を短縮させる必要がありますが、その際に正規・非正規労働の区分によって、独身の非正規雇用の人間に時短の負担がかかってくる（そしてこの非正規の女性に対しては1年以上雇用の見込みがある等と言う条件付での育休しかない）という現状があります。
正規・非正規という職種の区別なく、出産・子育てにおける制度の拡充と経済的な保障がなされるよう要望します。妊娠中であるため、就労を継続したくても退職勧奨を受け入れざるを得ない女性たちは労働審判などで係争することも困難です。
出産を契機に退職した人たちが７０％を占めている現状を変えるために、育児介護休業法に違反する事業所に対する行政指導を罰則も含めた労働基準法による強行法規による規制とすることを要望します。
４．保育サービスの充実

保育・介護等に関わる労働者の賃金が低額であることは広く知られています。これは、「女性が多数である業種は（家事労働に似ているものは・養育的な業種は）賃金が低くてもよい」と、ジェンダーバイアスに基づいて多くの事業主が考えているためと分析されています。労働は２つに分けられ、女性向けの仕事・男性向けの仕事と表現されてもきました。

低賃金であるため、短期間でやめてしまう事例も多く、業務の質が確保されていない実態があります。保育サービス、学童保育等に従事する労働者の賃金を適正に見直し、労働条件のナショナルスタンダードを設定することを要望します。
５．ひとり親家庭への自立支援策の拡充

ひとり親を「死別」「離婚」「未婚」等で差別しない、平等な政策と自立支援策を求めます。

小さい子供がいるというだけで、企業が採用しない実態があります。採用の際の履歴書欄から家族欄の削除などをして雇用の入り口からの整備にも取り組みように要望したします。
６．ワークライフバランスの実現

ワークライフバランスは「仕事と家庭生活の両立」だけが取りざたされがちです。本来は、「生きる」ことを前提とした「仕事」であり、ワークライフバランスは過労死するほど働かされる企業と政策の両方の努力で成り立つものです。企業に必要な人件費を削らず、正規・非正規という枠組みを超えたまさに「すべての労働者」というならば、いわゆる所帯を持たない労働者にしわよせのいかないワークライフバランスを求めます。すべての人が健康に生きるためのライフワークバランスを要望します。
７、真の男女平等のための基盤づくり

政策決定の場に女性参画のクォータ制早期導入を要望します。また、参画にあたっては、分野ごとの当事者の登用し、現場の声を反映していただくよう要望します。
真の男女平等には女性に対する暴力の根絶を欠かすことはできません。
とくに、日本国内法では刑法の改正が求められます。まず、強かん罪の改正として、暴行と脅迫要件の撤廃、男性への適用拡大を要望します。　新たに刑罰として、ＤＶ罪およびセクシュアルハラスメント罪の創設を要望します。
８．生涯を通した女性の健康保障

性教育の充実は喫緊の課題として、教育機関での実施を強く要望します。

また、性暴力被害者支援については、日本では性被害に対応できる統合的な機関はありません。警察に頼っている現状ですが、医療ケアから被害届までワンストップで対応できるレイプクライシスセンターの設置を要望します。こうした緊急介入には、性暴力被害専門看護師や、被害体験者による同行支援などが必須ですが、そうした人材の育成も求められています。

性暴力全般の禁止法整備について

・犯罪被害者基本法の改正

・性暴力禁止法の制定

９．男女共同参画の視点に立った国際協調

女子差別撤廃条約選択議定書の早期批准を要望します。ILO条約や、国連女子差別撤廃条約などの完全実施のために国内法の整備をすることを要望します
男女雇用機会均等法も制定から24年たったので、国際条約の視点に立って評価をしなおすことを要望します。

１０．選択的夫婦別姓の早期実現

職場で働いている女性たちも、現実は、結婚しても旧姓使用で働いている人たちが増えています。

選択的夫婦別性は、もはや時代の流れです。女性たちが、自分に誇りを持って生きていけるためにも

民法改正の実現を要望いたします。
１１．霞が関改革・政と官の抜本的な見直し

行政に関わる職員は削減ばかりが話題となっていますが、労働基準監督署の監督官については大幅な増員が必要という声が、多くの相談者からあがっています。労働相談や労働基準法の徹底に関する職場の適正な人員の配置を検討されることを要望します。

　また、労働法制に関しては多くの審議会が法改正や立法への意見反映を行っていますが、例えば派遣法等の審議に関しては派遣労働者の代表が審議会に参画するような仕組みとはなっていません。労働側委員として、ナショナルセンターだけでなく、NGO等の労働側委員の参画を実施するなど当事者が参画できる体制整備を要望します。

男女平等推進に関しては、女性省等単独の機関の新設を要望します。

１２．行政刷新会議の設置による国の事業の見直し

事業の見直しには、行政サービスを受ける側と、提供する側の当事者の意見反映が求められます。机上での見直しとならないよう、行政刷新会議の構成メンバーに自治体の現場担当者やＮＧＯ等の参画を要望します。また、ジェンダーバランスを欠くことのないよう女性参画を要望します。２１

１３．学校教育環境の整備

現在の学校教育では、学校を卒業したあとで就労する際に知っておくべき労働法等についての知識は具体的には盛り込まれていません。そのために、社会に出てから、解雇やセクシュアルハラスメントにあっても、労働者としての権利の知識が不足しており、対処できず悩んでいる事例が多くあります。労働法、雇用機会均等法等に伝の学習を必須とすることを要望します。

また、ジェンダー平等教育、ディベート技術、リーダーシップ教育など、先進国では一般的な自己形成を進める教育を盛り込むことを検討するよう要望します。
１４．若年層から中高年層まで職業能力開発支援
現在の職業訓練では、受講後関連職種に就職できない場合も多くなっています。
　また、女性の就労が困難であることも明らかとなっていることから、下記の点について要望します。

①職業訓練を受講がどれだけの人が関連職種についているのかの実態調査
②訓練内容を職場の実務に即した内容とし、基本的な知識をOff－JTで習得後、OJTを長期間行い、即戦力の養成を行うこと

③民間委託の職場実習先は、現在各民間企業が行っているが、効果的なあり方のための検討を行なうこと。

④求人の実状や各種の仕事に必要な知識・スキルなどの仕事理解について実務的な訓練前の講座を開設すること

⑤事業主に対する教育の中にジェンダーの視点を取り入れること
１５．非正規労働者の労働条件確保
民間で働く女性労働者の43.7％、769万人が年収200万円以下です（男性は9.6％、26万人／07年）。大多数が非正規労働者のシングルマザーや、単身高齢女性の貧困化が進んでいます。

派遣法の03年改定により製造業へ派遣が拡大したため、金融恐慌による大量解雇など男性のワーキング・プアが社会問題化していますが、実際の貧困は女性を直撃しているのです。男女の時間当たり賃金比は男性正規社員100に対し、女性正規社員68.1%、女性パート47.7%です。企業はパートや派遣を「安上がりの労働力」として活用してきました。現在女性の54％が非正規であり、男女賃金格差は拡大しています。
これらの賃金格差を是正するには、同一価値労働同一賃金原則の実行が必要です。

期間の定めのある雇用契約について、一時的・臨時的

職種以外は禁止することを要望します。
また、経理業務、一般事務など、恒常的にある職種を有期契約にすることの禁止を要望します。
１６．労働者派遣法の抜本見直し

派遣法の見直しについては、抜本的な見直しが求められています。特に女性の「事務派遣」の労働条件が過酷であり、女性全体の労働への参画を妨げていることは広く知られてきました。政策集でのまとめの拡充を目指して、以下のとおり要望します。
①労働者派遣は、臨時的・一時的業務に限定すること

②派遣元に常用雇用される常用型に限定すること。

③登録型派遣の禁止

④専門２６業種は、高度に専門的なものではないものにも適用され、正社員の代替として拡大してきたことから、専門２６業種についても、見直し禁止にすること。

⑤日雇い派遣・スポット派遣は、ただちに禁止すること。

⑥派遣期間の上限は、１年とし１年を越えたものは、派遣先の直雇用とみなすこと。

⑦派遣先正社員との均等待遇を保障すること。

⑧マージン率の上限を規制すること。

⑨特定派遣の禁止
介護職、看護師派遣について、日雇いが多くなっており、契約書も不明瞭なものが多い。医療機関の派遣労働者の実態は、人の命にも影響するものなので、実態調査をすることを要望します。また、どうしても必要なものは産休代替など明確なものを除き、派遣は全廃の方向を目指していくことを要望します。
１７．最低賃金の大幅引き上げ

時給1000円、1ヶ月最低18万円の賃金が保障できるような実行ある法制度整備を要望します。そのためには、労働日を定めず、1ヶ月の生活にも事欠くような働かせ方をさせている事業所については、厳罰を持って対処する等制度整備を要望します。
１８．労働契約法に基づく労使紛争の予防と解決
個別使紛争処理機関は、現在、労働基準監督署、労働局

均等室、労働審判、労働相談情報センター、労働委員会などがありますが、総合労働相談件数が、年間１００万件を越えているにもかかわらず、相談を受ける側の職員は不足しており、非常勤職員が水際作戦で、追い返している現状にならざるを得ない事例も報告されています。社会保険労務士が、個別紛争をできるようになったとはいえ、労働問題を熟知しているとは言いがたく紛争が拡大するケースも後をたちません。解決率が高いのは、きめ細かいサポートを行う民間の労働相談のNGOや、個人加入ユニオンとなっています。

しかし、そうしたところは相談料金が、無償であるために非常に厳しい財政状況を抱えています。

個別紛争について、こうした民間団体の業務に財政援助を行い、増加する個別紛争解決へ対処するよう要望します。

１９．求職者支援など雇用のセーフティネットの拡充
非正規労働者でも雇用保険の被保険者となれる労働者は多いにも関わらず、事業主側が勝手に判断をし、加入させていない場合も多くなっています。特に、雇入れ後、すぐに加入させないため、加入期間が短くなり、失業給付が受給できない場合もでています。

日本の労働法は、雇用保険について規則を遵守しなかったとしても、事業主が厳しく取り締まられることはないため、法律が守られない現実があります。労働保険の調査なども実施されていますが、調査前に連絡があり、事業主はどのようにでも対応できるのではないかと、多くの労働者は不信をいだいています。

　雇用のセーフティネットである、雇用保険が適法に適正に運用されるよう、事業主に対する規制強化を要望します。

２０．仕事と家庭の両立支援

「仕事と家庭の両立」を考える際に、ホワイトカラーのサラリーマン男性と、その妻を「基準」とした政策を打ち立てることは、もはや時代遅れであることは明らかです。ライフワークバランスに関わることですが、男女の賃金格差を是正した上で、「休暇」の保障を行うには、企業の協力が欠かせません。の現場の多くは営利を目的とする「企業」です。企業に対する何らかのアクションを政策として要望します。
８時間労働制の原則を守りILO１号条約の批准を日本は批准し労働時間規制を要望します。
２１．募集・採用における年齢差別禁止

募集・採用における年齢差別を禁止することは、非常に重要なことですが、その実効性を確保するための仕組みづくりを要望します。
２２．ワークライフバランスの実現

ワークライフバランスの実現には、ＩＬＯ156号条約（95年批准）の活用が必須です。現在、日本政府は条約違反をしています。男女がともに家族的責任をシェアしあい、それによって差別されないこと、あるいはパート労働者とフルタイム労働者との均等待遇や相互転換の権利行使が日常的にできる制度を要望します。
２３．その他

＜男女平等の実現のために＞

●女性差別撤廃条約の総括所見の実践①選択議定書の早期批准をし以下の取り組みを要望します。
②女性に対する差別の定義を国内法に取り入れるための早急な措置を講ずること。

③セクハラを含む女性差別に対して制裁措置を設ける。

④雇用者に女性を差別するコース別制度を導入する抜け道を提供する指針「雇用

管理区分」の削除

●特に、２年以内に実現をめざすフォーローアップを下記の事項について要望します。
①女性に不利にはたらく民法、戸籍法の改正

②雇用、学会における女性を含み、あらゆるレベルでの意思決定過程への女性の

参画を拡大、そのための、数値目標とスケジュールを設定した暫定的特別措置を導入
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